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　職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布します。

　　令和８年７月23日

	 長野県人事委員会委員長　青　木　　　悟

長野県人事委員会規則第16号

　　　職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

　職員の給与に関する規則（昭和45年長野県人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

　第37条の２中「第13条」を「第13条第１号」に改める。

　第37条の３を第37条の４とし、第37条の２の次に次の１条を加える。

　（支給しない扶養手当及び職員）

第�37条の３　一般職員給与条例第13条第２号に規定する人事委員会が定める扶養親族は、在外公館の名称及び位置並びに在外公館に

勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和27年法律第93号）第６条第５項に規定する同行子女に相当する子（第38条の４にお

いて「同行子女」という。）とし、同号に規定する人事委員会が定める職員は、同項に規定する同行子女手当に相当するものの支給

を受ける一般職員とする。

　第38条の６を第38条の７とし、第38条の５を第38条の６とし、第38条の４を第38条の５とし、第38条の３の次に次の１条を加える。

　（外国勤務職員の扶養手当の支給方法）

第�38条の４　一般職員は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、直ちにその旨を任命権者に届け出なければな

らない。

　⑴　同行子女が同行子女以外の扶養親族となつた場合

　⑵　同行子女以外の扶養親族が同行子女となつた場合

２�　一般職員給与条例別表第６に掲げる外国勤務手当の支給を受ける一般職員（以下この項から第４項までにおいて「外国勤務職員」

という。）の扶養手当の支給は、外国勤務職員に同行子女以外の扶養親族で一般職員給与条例第16条第１項の規定による届出に係る

ものがない場合において、同行子女が同行子女以外の扶養親族となつたときは、その事実が生じた日の属する月の翌月（その日が

月の初日であるときは、その日の属する月）から開始する。ただし、前項第１号の規定による届出が、これに係る事実の生じた日

から 15日を経過した後にされたときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属す

る月）から行うものとする。

３�　外国勤務職員の扶養手当の支給は、外国勤務職員に同行子女以外の扶養親族で一般職員給与条例第16条第１項の規定による届出

に係るものがある場合において、同行子女以外の扶養親族の全てが同行子女となつたときは、その事実が生じた日の属する月（そ

の日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもつて終わる。

４�　外国勤務職員の扶養手当の支給額は、扶養手当を受けている外国勤務職員に更に第１項第１号又は第２号に掲げる事実が生じた

場合においては、その事実が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から改定する。第

２項ただし書の規定は、第１項第１号に掲げる事実が生じた場合における外国勤務職員の扶養手当の支給額の改定について準用す

る。

　　　附　則

　この規則は、令和８年８月１日から施行する。

人事委員会事務局

　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布します。

　　令和８年７月23日

	 長野県人事委員会委員長　青　木　　　悟

長野県人事委員会規則第17号

　　　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則の一部を改正する規則

　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則（昭和63年長野県人事委員会規則第１号）の一部を次のように

改正する。

　第３条第１項中「及び管理職員特別勤務手当」を「、管理職員特別勤務手当及び子女教育手当」に改め、「（当該一般の派遣職員が派

遣の日の属する月の初日から派遣先の機関の所在する国に所在する大使館に勤務する外務公務員（以下この項において「所在国勤務の

外務公務員」という。）であるとした場合に在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和

27年法律第93号。第４項において「外務公務員給与法」という。）第６条第４項の規定により配偶者手当が支給されることとなる職員

については、配偶者に係る分を除く。）」を削り、「、期末手当」を「、住居手当、期末手当」に、「所在国勤務の外務公務員であるとし
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人事委員会事務局

　住居手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布します。

　　令和８年７月23日

	 長野県人事委員会委員長　青　木　　　悟

長野県人事委員会規則第18号

　　　住居手当に関する規則の一部を改正する規則

　住居手当に関する規則（昭和49年長野県人事委員会規則第30号）の一部を次のように改正する。

　第２条第２号中「含む。以下この号」の次に「及び第４条第１号」を加え、同条第３号中「前２号」を「前３号」に改め、同号を同

条第４号とし、同条第２号の次に次の１号を加える。

　⑶　給与条例別表第６に掲げる外国勤務手当の支給を受ける職員

　第４条第４号中「前３号」を「前各号」に改め、同号を同条第５号とし、同条第３号を同条第４号とし、同条第２号中「を支給」を「又

は在外単身赴任手当に相当するものを支給」に改め、同号を同条第３号とし、同条第１号中「を支給」を「又は在外単身赴任手当に相

当するものを支給」に改め、同号を同条第２号とし、同条に第１号として次の１号を加える。

　⑴�　在外単身赴任手当（在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和27年法律第93号）

第６条第７項に規定する在外単身赴任手当をいう。次号及び第３号において同じ。）に相当するものを支給される職員で、配偶者

が居住するための住宅（前条に規定する住宅を除く。）を借り受け、月額１万2,000円を超える家賃を支払つている職員

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、令和８年８月１日から施行する。

　（長野県人事委員会事務処理規則の一部改正）

２　長野県人事委員会事務処理規則（昭和39年長野県人事委員会規則第13号）の一部を次のように改正する。

　�　別表第２の５の (4) のア中「第４条第１号及び第２号」を「第４条第２号及び第３号」に改め、同 (4) のイ中「第４条第４号」を「第

４条第５号」に改める。

人事委員会事務局

た場合に同条第２項」を「派遣先の機関の所在する国に所在する大使館に勤務する外務公務員であるとした場合に在外公館の名称及

び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和27年法律第93号。第４項において「外務公務員給与法」という。）

第６条第２項」に、「なる住居手当及び」を「なる在外住居手当、」に、「配偶者手当の」を「同行配偶者手当、同条第５項の規定によ

り支給されることとなる同行子女手当及び同条第７項の規定により支給されることとなる在外単身赴任手当の」に改め、同条第４項

中「住居手当」を「在外住居手当」に改め、「為替相場」の次に「（当該前日に外国為替市場が開かれていないときは、その直前の外

国為替市場が開かれる日の為替相場）」を加える。

　　　附　則

　この規則は、令和８年８月１日から施行する。


